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(訂正)「2024年 3月期 第 2四半期決算短信〔ＩＦＲＳ〕(連結)」の一部訂正に関するお知らせ 

 

2023 年 10 月 31 日に公表しました「2024年 3月期 第 2四半期決算短信」の記載事項の一部に訂

正すべき事項がありましたので、お知らせします。なお、数値データ(XBRL)については、訂正あり

ません。 

 

1. 訂正の理由 

市況商品 原料炭の 2024年 3月期上半期（実績）の数値に誤りがあることが判明したため、記載

事項の訂正を行うものです。 

 

2. 訂正箇所 

17ページ 市況商品 原料炭 2024 年 3月期上半期 (実績) 下線部 

 

（訂正前） 

 価格変動の 2024 年 3 月期当期利益 
(親会社の所有者に帰属) への影響額 

(2023 年 5 月公表) 

2024 年 3 月期 
事業計画 

(2023 年 5 月公表) 

 2024 年 3 月期  2024 年 3 月 
通期予想 
(上・下 
平均値)   上半期 

(実績) 
下半期 
(前提)  

市 
況 
商 
品 

原油／JCC  － 79  84 86  85 

連結油価 (*1) 26 億円 (US$1/バレル) 88  89 94  91 

米国ガス (*2) 14 億円 (US$0.1/mmBtu) 2.99  2.54 (*3) 2.70  2.62 

鉄鉱石 (*4) 27 億円 (US$1/トン) (*5)  113 (*6) (*5)  (*5) 

原料炭 3 億円 (US$1/トン) (*5)  286 (*7) (*5)  (*5) 

銅 (*8) 7 億円 (US$100/トン) 8,600  8,704 (*9) 8,428  8,566 

為 
替 

(*10) 

米ドル 39 億円 (¥1/米ドル) 130.00  142.61 145.00  143.81 

豪ドル 27 億円 (¥1/豪ドル) 85.00  93.44 90.00  91.72 

 

  



（訂正後） 

 価格変動の 2024 年 3 月期当期利益 
(親会社の所有者に帰属) への影響額 

(2023 年 5 月公表) 

2024 年 3 月期 
事業計画 

(2023 年 5 月公表) 

 2024 年 3 月期  2024 年 3 月 
通期予想 
(上・下 
平均値)   上半期 

(実績) 
下半期 
(前提)  

市 
況 
商 
品 

原油／JCC  － 79  84 86  85 

連結油価 (*1) 26 億円 (US$1/バレル) 88  89 94  91 

米国ガス (*2) 14 億円 (US$0.1/mmBtu) 2.99  2.54 (*3) 2.70  2.62 

鉄鉱石 (*4) 27 億円 (US$1/トン) (*5)  113 (*6) (*5)  (*5) 

原料炭 3 億円 (US$1/トン) (*5)  262 (*7) (*5)  (*5) 

銅 (*8) 7 億円 (US$100/トン) 8,600  8,704 (*9) 8,428  8,566 

為 
替 

(*10) 

米ドル 39 億円 (¥1/米ドル) 130.00  142.61 145.00  143.81 

豪ドル 27 億円 (¥1/豪ドル) 85.00  93.44 90.00  91.72 

 

以 上 
本件に関する問合せ先：三井物産(株) 

                                   IR 部  TEL：03(3285)7657 

広報部   TEL：080(5912)0321 

 
ご注意： 
本発表資料には、将来に関する記述が含まれています。こうした記述は、現時点で当社が入手している情報を踏まえた仮定、予期

及び見解に基づくものであり、既知及び未知のリスクや不確実性及びその他の要素を内包するものです。かかるリスク、不確実性及

びその他の要素によって、当社の実際の業績、財政状況またはキャッシュ・フローが、こうした将来に関する記述とは大きく異なる可

能性があります。こうしたリスク、不確実性その他の要素には、当社の最新の有価証券報告書、四半期報告書等の記載も含まれ、当

社は、将来に関する記述のアップデートや修正を公表する義務を一切負うものではありません。また、本発表資料は、上記事実の発

表を目的として作成されたものであり、日本国内外を問わず一切の投資勧誘またはそれに類する行為を目的として作成されたもの

ではありません。 

 


